
 

不足することを疎明したときは、発注者は、特段の理由がある場合を除き、受注者の請負代金債権の

譲渡について、第１項ただし書の承諾をしなければならない。 

４ 受注者は、前項の規定により、第１項ただし書の承諾を受けた場合は、請負代金債権の譲渡により得

た資金をこの契約の目的物に係る工事の施工以外に使用してはならず、またその使途を疎明する書類

を発注者に提出しなければならない。 

 

 （一括委任又は一括下請負の禁止） 

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能を発揮する

工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

 

 （下請負人の通知） 

第７条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請求すること

ができる。 

第 ７７ 条 の２ 受 注 者 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 届 出 を し て い な い 建 設 業者 （ 建 設 業 法 （ 昭 和24 年 法 律 第100 

号 ） 第２ 条 第３ 項 に 定 め る 建 設 業者 を い い 、 当 該 届 出 の 義 務 が な い 者 を 除 く 。 以 下 「 社 会 保 険 等 未 加 

入 建設 業 者 」と い う 。） を下請 契 約（ 受 注 者 が 直 接 締 結 す る 下 請 契 約 に 限 る 。以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。） 

の 相 手 方 と し て は な ら な い 。 

一 健 康 保 険 法 （ 大 正11 年 法 律 第70 号 ） 第48 条 の 規 定 に よ る 届出 

二 厚 生 年 金 保 険 法 （ 昭 和29 年 法 律 第115 号 ） 第27 条 の 規 定による届出 

三 雇 用 保 険 法 （ 昭 和49 年 法 律 第116 号 ） 第７ 条 の 規 定 に よ る 届出 

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 受 注 者 は 、 当 該 建 設 業 者 と 下 請 契 約 を 締 結し な け れ ば 工 事 の 施 工 が 困 難 

と な る 場 合 そ の 他 の 特 別 の 事 情 が あ る と 発注 者 が 認 め る 場 合 は 、 社 会 保 険 等 未 加 入 建 設 業 者 を 下 請 契 

約 の 相 手 方 とす る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 受 注 者 は 、 発 注 者 の 指 定 す る 期間 内 に 、 当 該 社 

会 保 険 等 未 加 入 建 設 業 者 が 前 項 各 号 に 掲 げ る 届 出 を し 、当 該 事 実 を 確 認 す る こ と の で き る 書 類  を発 注 

者 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

 

（特許権等の使用） 

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三

者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事材料、施工方法等を使用するときは、

その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、発注者がその工事材料、施工方法等

を指定した場合において、設計図書に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存

在を知らなかったときは、発注者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければならな

い。 

 

 （監督員） 

第９条 発注者は、監督員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。監督員を変

更したときも同様とする。 

２ 監督員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の権限とされる事項

のうち発注者が必要と認めて監督員に委任したもののほか、設計図書に定めるところにより、次に掲

げる権限を有する。 

 一 この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又は協議 

建設工事標準請負契約約款（抜粋） 令和６年４月１日から 
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分 


